	様式第１号(第６条)
東京都中小企業団体中央会　
会　　長　　殿　
	＊　中　央　会　記　入　欄

	
	受付番号
	

	
	受付日
	

	
	受付者
	


　
　
平成２５年度　受注型中小製造業競争力強化支援事業申請書
下記のとおり支援事業を実施したいので、別紙の書類を添えて、助成金の交付を申請します。
記
１　開発テーマ（20文字以内）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　助成事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　助成対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　助成金交付申請金額　　　　　　　　　第Ⅰ期　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第Ⅱ期　　　　　　　　　　　　　円

合　計　　　　　　　　　　　　　円

５　本事業で活用する特定ものづくり基盤技術
　　（自社で保有しているものに●印、委託先企業等で活用するものに▲印を付けてください。）
	組み込みソフトウェア
	金型
	冷凍空調
	電子部品・デバイスの実装

	プラスチック成形加工
	粉末冶金
	溶射・蒸着
	鍛造

	動力伝達
	部材の結合
	鋳造 
	金属プレス加工

	位置決め
	切削加工
	繊維加工
	高機能化学合成

	熱処理
	　溶接
	塗装
	めっき

	発酵
	真空
	
	


６　研究開発数量　　　　　　　　　　　台（セット）
７　事業実施期間　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで〔　　年　ヶ月〕　
　　　　　　　　　　事業実施期間に設定する期　　　計　　　期
８　申請状況
	現在この助成金以外で申請している全ての助成事業等

	申請先
	助成事業名
	テーマ
	助成金申請額
	本申請との関係

	
	
	
	
	同一 ・ 否

	
	
	
	
	同一 ・ 否


※他の助成事業等への申請状況を正確に申告していない場合、採択されないことがあります。
	 国・都・区市町村等から助成金の交付を受けた実績（過去５年間について）

	年　度
	申請先
	助成事業名
	テーマ
	助成金額

	
	
	
	
	


別紙１　　　　　　　　　　　　事業実施計画
１．申請者の概要
	フリガナ

企業名
	
	代表者名
	

	登記上
所在地
	
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	本社所在地
	
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	連絡先
所在地
	
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	フリガナ
連絡担当者
	
	部署
（役職）
	　

	Ｕ　Ｒ　Ｌ
	http://
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	事業開始
	創　　業　昭和　　年　　月　　日
法人設立　昭和　　年　　月　　日
	創業から

の年数
	　　年　　月
	年　月日現在

	資本金
	千円
	役員数
	常　勤   　人・非常勤　 　人・計　 　人

	
	
	従業員数
	正社員 　　人・パート 　　人・計 　　人

	保有設備
	本事業に関係する主たる設備の名称
	台数
	使　用　目　的

	
	　　　　　　機
	  　台
	

	
	　　　　装置
	  　台
	

	
	　　　　測定器
	　　台
	

	業種
	　　　
	主要製品
	　　　　　
	加盟業界団体等
	　　　

	直近の年間売上高
	主　要　取　引　先
	住　　　所
	売　上　高
	取引年数

	
	
	
	　　　　千円
	  　　年

	
	
	
	　　　　千円
	  　　年

	
	
	
	　　　　千円
	 　　年

	
	
	
	　　　　千円
	

	
	合　　計
	
	　　　　　千円
	

	工場等
	名称
	住　　　所
	開発実施場所

	
	
	
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	実施場所
	電話
	
	連絡担当者

役職名・氏名
	　　　　　　

	
	最寄りの
交通機関
	　　　線　　　　　駅　　　　　下車　　徒歩　　　分
　　　　　バス　　　　　　　　行き　　　　　　　停留所　下車　徒歩　　　分※実施場所は、原則として自社工場、日帰りで検査が可能な都内・近県に限ります。２ヶ所以上ある場合は、適宜枠を追加し、主たる実施場所を明確にしてください。

	経営理念・ビジョン・事業目的　等
	 

	大企業からの出資
	有・無
	有の場合は企業名と出資額の割合　　　　　　％

	企業からの役員派遣
	有・無
	有の場合は企業名と人数　　　　　　　　　　人


２．開発の技術的説明　
書類審査に必要となりますので、開発期間全体について、専門的・技術的にわかりやすくかつ資料を用いるなどして具体的に説明してください。
＊本申請書様式をデータでダウンロードした方は枠を自由に拡張して使用してください。
	(1)　事業の概要
（本事業の目的、その目的を達成するための取組内容、現状との比較、開発できた際の効果等について簡潔に300字以内で記入してください。事業が採択された場合に本内容を公表します。）


	(2)　専門用語の解説


	(3)　技術開発の具体的内容
　　 （本事業における技術開発の具体的内容、自社における技術的課題とその解決方法に関して説明してください。）


	(4) 技術的優位性
　　（本事業実施により、自社の現状と比較して、技術の蓄積、競合他社との差別化、新規分野参入等のどのような技術的優位性を得られるか記入してください。）


	本研究開発に係る産業財産(工業所有)権について該当するものを　で囲んでください。
本開発に関連・活用する産業財産権を保有している場合の種類及び番号【　　　　　　　　　　　　　　　】
①　申請助成事業に必要な基本的な関連産業財産権(特許権・実用新案権・意匠権・商標権)を出願又は保有して( いる ・ いない )
②　申請助成事業に必要な産業財産権（特許権・実用新案権・意匠権・商標権）の実施許諾を受ける予定が（ ある ・ ない ）
③　申請助成事業で開発するものを産業財産権（特許権・実用新案権・意匠権・商標権）として出願（ したい ・ しない ）
④　本研究開発に係る技術について先行技術文献等の調査状況
　　　・検索対象期間　　 　（　　　　　　　　　　 ）
　　　・検索データベース 　（　　　　　　）
　　　・検索したキーワード （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　・問題特許の有無（有りの場合はその特許番号等を記入してください。）
           （　　　  ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	(5)　実現性

（開発に必要な自社の技術力、社内体制、開発担当者の所属・氏名・専門分野、提携先との役割分担等。開発品・試作品の安全性・安定性への対応や法規制・環境への配慮等。）


	(6)  実施体制、開発過程のフロー図
　　（取組項目毎に内容、委託先、指導先、主要な経費等を記入してください。社内体制は除く。）　　　



	(7-1)  助成事業終了時の技術開発の達成目標
（具体的な到達目標を名称、成果物、数値などを期別に記入してください。）
※記入した目標の達成が、助成金支払の条件になります。


	(7-2)　上記目標の達成を証明する成果物（提出物）
（期を設けた場合は期別に分けて記入してください。）


	(8)　市場性または改善効果
（技術開発の場合は、対象とする市場・顧客、市場動向・規模、売上規模見込、受注戦略を、自社製造工程の改善等の場合は、コスト削減や効率化・品質向上、受注増加等の効果、有効性などを記入してください。）



３-１．委託・外注計画書
（注1） 5-1(3)、6-1(3)の委託・外注加工費を計上した場合に全ての委託・外注先について記入し添付してください。
（注２）第Ⅰ期、第Ⅱ期にわたって委託・外注を行う場合には、各期の契約金額・委託・外注の内容を記入してください。　
	委　託・外　注　先
	住所　
	電話　　　

	
	名称
担当部署　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　

	委託・外注先の

主たる事業内容
	　

	契 約 実 施 期 間
	

	契約金額及び支払方法
	第Ⅰ期

第Ⅱ期

	委託・外注の内容
（選定理由も含む）
	第Ⅰ期

第Ⅱ期


３-２．技術指導受入れ計画書
（注１）5-1(5)、6-1(5)の技術指導受入れ費を計上した場合に添付してください。
（注２）Ⅰ期、Ⅱ期にわたって行う場合には、各期の契約金額・委託の内容を記入してください。　
	技 術 の 指 導 者
	住所
	電話

	
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	指導者の所属先
	住所　
	電話   （   ）

	
	企業・大学・研究機関・　個人等（該当するものに　印）
名称

	契 約 実 施 期 間
	  

	契約金額及び支払方法
	第Ⅰ期

第Ⅱ期

	技 術 指 導 の 内 容
（選定理由も含む。個人の場合は
指導者の職歴等も記入してください。）
	第Ⅰ期

第Ⅱ期


４．期別スケジュール表

	第Ⅰ期　取組項目
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	第Ⅱ期　取組項目
	４
	５
	６
	７
	８
	９

	
	
	
	
	
	
	


別紙２

共同研究開発等構成表

（注１）この構成表は複数企業で共同開発する場合にご記入ください。

（注２）本助成事業においての委託先と共同開発先の違いは以下のとおりです。

委託先　　　⇒　提携先への対価支払いを助成対象とする場合

共同開発先　⇒　複数の中小企業者等がそれぞれの技術等経営資源を提供して行う事業で、その提携先が負担する材料機械装置、委託費を助成対象とする場合

	共　同　開　発　構　成　企　業　等
	代表企業
	企業名
	
	担　当　者　名
	

	
	
	開発上の

役割
	
	助成事業に係る従事者数
	　　　　　　　　人

	
	
	
	
	助成事業に係る経費負担
	自　己　資　金　　　千円

借　 入 　金　　　千円

	
	参加企業等
	名　称
	
	担　当　者　名
	

	
	
	開発上の

役割
	
	助成事業に係る従事者数
	　　　　　　　　人

	
	
	
	
	助成事業に係る経費負担
	自　己　資　金　　　千円

借 　入　 金　　　千円

	
	
	国・都等から助成金を受けた実績
	年　度
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	
	
	
	助成事業名
	
	
	
	
	

	
	
	
	助成金額
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円


（共同開発企業が２社以上の場合には上記様式を追加してください。）

別表

受注型中小製造業競争力強化支援事業助成金申請前確認リスト

申請にあたりましては、以下の書類を提出して下さい。

	必　要　書　類
	部数
	確認欄

	申請書（指定様式）
※ホチキス留めやファイリングせずに、クリップ留めにしてください。
	正１部

写２部
	

	申請前確認リスト（本紙）
	１部
	

	説明資料　※補足説明が必要な場合に適宜提出して下さい

· 仕様書及び図面（設計図、原理機構図、回路図、着色図等）

· 目的、研究手法、予想される効果などを記載した書面

【申請テーマが「組込みソフトウエア」の場合】

· 企画書（独創性、原理、インターフェイス、フロー図などが確認できるもの）

· 計画、品質管理書（工程計画、各レビューの責任者、レビューに基づくバグ管理手法、テスト方法の確認ができるもの）

参考資料　特許・実用新案等がある場合にはその写し、競合製品がある場合にはカタログ

　※説明資料はA4を使用し、30枚以内とします。

　※ホチキス留めやファイリングせずに、クリップ留めにしてください。
	３部
	

	発行後３ヶ月以内の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）

※個人事業者の場合は、開業届の写し

※団体の場合は、定款・組合員名簿・総会又は理事会の議事録（申請等の議決）
	１部
	

	社歴（経歴）書〔会社概要でも可〕
	３部
	

	法人：直近の法人事業税及び法人都民税の納税証明書（都税事務所発行）

個人事業者：直近の事業税の納税証明書（都税事務所発行）
※事業税が非課税の個人事業者は住民税（区市町村発行）の納税証明書
	１部
	

	税務署へ提出した直近２か年分の確定申告書の写し
（税務署受付印又は電子申告の受信通知のあるもの）
法　　　人：①別表１～１６　②決算報告書（科目明細も含む）　

　　個人事業者：全ての事業の収支内訳書又は青色申告決算書（貸借対照表を含む）
（注）東京都業種別経営動向調査に関する経営指標算出の統計分析のために使用する場合があります。

（本調査は（公財）東京都中小企業振興公社の受託事業になります。）

上記を希望されない方は、右欄に ✓ をご記入ください。
	各期
２部
	

	技術開発の実施場所の地図
	１部
	

	返信用封筒　（長形3号のものに宛名を記入し、８０円切手を貼付してください）
	１枚
	


※審査にあたり白黒でコピーを取りますので、白黒でも判別できる資料を提出してください。
所在地


企業名


代表者名





実印
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